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要  旨 

先進国を含め世界各国で第二次世界大戦後に整備された社会基盤施設の耐久期間が終わり

に近づいている．わが国でも，すでに老朽化が進展している橋梁が多数あり，その維持管理

費用もかさんでいる．維持管理費用は補修政策の適正化により大きく変化する．例えば，国

土交通省は，国土交通省所管分野における社会資本の将来の維持管理・更新費用の推計を予

防保全と事後保全で試算した場合で比較をしており，国土交通省所管分野における社会資本

の維持管理・更新費用は 2048 年度に予防保全で 5.9～6.5 兆円/年，事後保全で 10.9～12.3 兆

円/年と，大きな差があると試算している 1)．以上の国土交通省の試算のように，社会基盤施

設の最適補修施策はライフサイクル費用の最小化の観点から一般に決定される．しかし，社

会資本管理団体の予算に占める補修費用の割合が高くなると，施設管理方法を検討するだけ

でなく，社会資本管理団体の財政制約を考慮して支出対象すべての規模の最適化が重要に

なってくる．しかしながら，研究レベルでも財政制約を考慮した維持管理政策の検討は十分

には行われていない．例えば，Smilowits & Madanat 2) は財政制約を考慮したうえで複数橋梁

について補修費用（橋梁の補修にかかる費用と補修によって発生する利用者の費用の総和）

を最小化しているものの，彼らの財政制約は橋梁の補修にかかる費用の上限値と下限値を外

生的に与えるというものである．この方法では社会資本管理団体のすべての施設の管理方法

の検討に拡張しても，社会資本管理団体の支出対象すべての最適化にはならない．財政制約

の影響をみるためにはすべての収支を対象とせざるを得ない．本研究では，MCF を内生化し

た橋梁の最適長期補修施策を検討する動学的経済モデルに公債を考慮し，公債発行額を含め

た長期補修施策の最適化を行う．その結果，公債の最適発行流列は，各期の MCF を平準化

するように決定され，公債の発行により将来世代が一部負担を行うことにより将来世代と現

世代の厚生の平準化につながることを示す． 
 
キーワード：維持費用，橋梁，財政の限界費用 
K ey wo rd s：maintenance cost, road bridge, marginal cost of public finance 
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１．はじめに 

先進国を含め各国では第二次世界大戦後に整備された社会基盤施設の耐久期間が終わり

に近づいている．社会基盤施設の中でも橋梁はメンテナンスコストが高く，今後のメンテン

ナンス計画を適正化する必要がある．我が国の約 73 万橋ある橋梁では，特に地方公共団体管

理の道路インフラでメンテナンスが遅れている．橋梁については，道路メンテナンス年報 3) に

おいて，早期に措置を講ずるべき状態（健全度 III）又は緊急に措置を講ずるべき状態（健全

度 IV）にある橋梁は 5 年以内に措置を講ずべきと国土交通省道路局がガイドラインを示して

いる．しかしながら，我が国の橋梁のうち 9 割以上が地方公共団体管理であり，地方公共団

体において健全度 III 及び健全度 IV にある橋梁で 5 年以上経過していても措置に着手できて

いない橋梁は約 3 割もある．また，建設後 50 年を経過した橋梁の割合は 2022 年には 34%，

そして 2032 年には 59％に急増する．その後も加速度的に増加する見込みである 4)．深刻化

する橋梁の老朽化への対応は喫緊の課題であり，安全安心を維持したうえで橋梁を次世代へ

効率的に継承する必要がある． 

2013 年の道路法改正を受け，2014 年度から道路管理者は全ての橋梁等の道路構造物につ

いて，健全度の診断をするため，5 年に 1 回の頻度で点検を実施することが省令，告示によ

り義務付けられた．2014 年度から 2018 年度の 5 年間で概ね全ての橋梁等の点検が完了し，

2019 年度から 2 巡目の点検が開始されている中，道路管理者はメンテナンスサイクル（点検・

診断・措置・記録）の構築に取り組んでいる． 

維持管理費用は補修政策の適正化により大きく変化する．例えば，国土交通省は，国土交

通省所管分野における社会資本の将来の維持管理・更新費用の推計を予防保全と事後保全で

試算した場合で比較をしており，国土交通省所管分野における社会資本の維持管理・更新費

用は 2048 年度に予防保全で 5.9～6.5 兆円/年，事後保全で 10.9～12.3 兆円/年と，大きな差が

あると試算している 1)．以上の国土交通省の試算のように，社会基盤施設の最適補修施策は

ライフサイクル費用の最小化の観点から一般に決定される．例えば，小濱ら 5) は，劣化過程

を考慮し単一の社会基盤施設に対して，ライフサイクルコストを最小にする補修・廃棄施策

を提案している．また，小林ら 6) は複数の社会基盤施設に焦点を当ててライフサイクルコス

トの最小化を目的としている． 

しかしながら，厳しい財政制約の下，国や地方公共団体（以降，道路管理団体）の道路関

係予算が減少する一方，維持補修費の予算に占める割合は年々高まっている．道路管理団体

の予算に占める維持補修費の割合が高くなると，教育など他の公共支出を圧迫するため，財

政制約を考慮の上，支出項目間に最適予算配分を行うことが重要になる． 

しかし，研究レベルでも財政制約を考慮した維持管理政策の検討は十分には行われていな
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い．例えば Smilowits & Madanat 2) は財政制約を考慮したうえで複数橋梁について，橋梁の補

修にかかる費用と補修によって発生する利用者の費用の総和を最小化しているものの，彼ら

の財政制約は橋梁の補修にかかる費用の上限値と下限値を外生的に与えるというものであ

る．この方法では社会資本管理団体の全ての施設の管理方法の検討に拡張しても，社会資本

管理団体の支出対象すべての最適化にはならない．財政制約の影響をみるためには，すべて

の支出項目を対象とせざるを得ない．Uddin et al.7)，Goodman & Hastak 8)，Adeli & Sarma 9) で

は，社会基盤施設のライフサイクルコストの最小化に加え，費用便益比について考えられて

いるものの，費用の調達手段や財政制約については考えられていない． 

道路管理団体の財政制約を考慮すると公的資金の限界費用（Marginal cost of public funds，

以降では MCF と略）が社会厚生に影響を与える．例えば，財政収入額が変わらない場合は，

補修費用の増減に伴うその他の公共財への支出の増減で家計の効用が変化する．その時の公

共財への支出額の変化に対する効用の変化の割合が MCF である．また，財源調達のために

税率を上げる場合も，1.0 より大きい MCF が発生する．例えば，所得税の限界費用について

は別所ら 10)によって 1.0～1.2 と推計されている．すなわち，例えば 1 億円の公的資金を所得

税から得ようとすると 1.0～1.2 億円の社会的費用をかけていることになる． 

MCF のような税の歪みは一括固定税あるいは価格非弾力的な財に対する税以外の全ての

税で発生するため，税の歪みを考慮の上分析することが重要になる．さらに税制や税率を変

更せず，予算内で配分を変化させる場合，財政が厳しい自治体では，予算を減少させた支出

の限界便益が 1.2 を超えることも考えられる．なお，本研究では，税制や税率の変更には一

般に時間を要すると考えられるため，税制や税率を変更せずに最適補修施策を決定する状況

を想定し，税率最適化については今後の課題として税率固定のもとで分析を行う． 

本研究では，道路管理団体が国か地方公共団体かは特定しない．地方公共団体を考えるな

らば，国からの補助金を歳入に追加し，国を考えるのであれば，補助金を 0 にしたりするこ

とで，国及び地方公共団体のそれぞれの財政制約を表現可能である． 

Harberger 11) 以降，財政の最適化をするにあたっては MCF を考慮する必要があることが知

られてきており，MCF を考慮した公共政策についての研究は既に多数行われている（e.g., 

Bovenberg & Mooij 12)，Bovenberg & Goulder 13））．Parry & Bento 14) では混雑税収入の使途によっ

て MCF の大きさが変化して社会厚生が大きく変わることが示されている．このように公共

政策の最適化において MCF の考慮は重要である．社会基盤施設の整備やメンテナンス費用

を MCF を考慮して社会厚生を最大にするように調達する研究も行われている．道路整備・

メンテナンス財源の収支制約のもと税率や道路料金の最適化を行っている研究として森杉・

河野 15) や Kono et al.16) が挙げられる．森杉・河野 15) では MCF を考慮して高速道路料金の最

適化を行っている．Kono et al.16) では MCF を考慮して自動車関連税と道路料金の同時最適化
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を行っている．財政支出がもとになる社会基盤施設の整備を考える場合において，最適補修

施策の決定においても MCF の考慮は不可欠である． 

しかしながら，補修施策に関して MCF を考慮した研究は，橋梁の最適補修施策を決定し

た河野ら 17)に限られる．様々な健全度分布にある橋梁群全体の補修施策は動学的モデルで最

適化を考える必要があり，この点がこれまでの多くの MCF を考慮した最適公共政策の研究

と異なる．河野ら 17) では多数の橋梁を持つ都市を想定し，性質が異なる 2 種類の橋梁群の健

全度分布が定常であるもとでの最適補修施策を決定した．それに対して，長期的には，今後

の補修施策により橋梁の健全度分布が定常になることは考えられるものの，現在は劣化が進

んでいる橋梁が多く，定常に至るまで一定の時間が必要と考えられる．  

毎期，健全度分布が変わるような状態においては MCF も毎期変動し，補修施策も変わり

うる．劣化した橋梁が多いと補修費用が高くなり，MCF が上昇することが考えられる．一方，

劣化した橋梁が少ないと MCF が大きく上昇しないと考えられる．このように，変動する健

全度分布に対して MCF を考慮して長期的に最適補修施策を決定する必要がある． 

健全度分布，MCF，補修施策に毎期の変動が生じる場合には，世代間の公平性の観点も重

要になる．Barro 18) は世代重複モデルを用いて，公債が家計に与える影響を世代間で分析し

ている．本研究でも非定常の補修費用が世代間に与える影響の違いを検討するため，世代重

複モデルを用いて世代間の公平性を検討する． 

本研究では，MCF を考慮して社会厚生を最大化する最適長期補修施策を橋梁を対象として

検討する．家計のモデルに世代重複モデルを利用し，補修施策によって社会厚生が変化する

動学的経済モデルを示す．橋梁の健全度は道路橋定期点検要領 19) に基づき，4 段階の離散的

健全度で表す．健全な状態を健全度 I とし，予防保全段階を健全度 II，早期措置段階を健全

度 III，緊急措置段階を健全度 IV とする．健全度 II で措置を講ずることを予防保全，健全度

III 及び IV で措置を講ずることを事後保全と定義する． 

河野ら 20) では，公債を考慮しない場合，数値分析の結果，最適長期補修施策は，時間割引

率が高い時は，事後保全のみで行うのが最適であり，時間割引率が低い時は，予防保全と事

後保全の組合せが最適となった．さらに，本研究で与えた橋梁の健全度分布の場合，初期状

態において劣化した橋梁が比較的多く，初期において早期に補修を行う必要が高いため，将

来世代が現世代よりも効用が高いことが示された． 

本研究では，公債を考慮して公債発行額を含めた長期補修施策の最適化を行うことによ

り，公債の最適発行流列は，各期の MCF を平準化するように決定され，公債の発行により

将来世代が一部負担を行うことにより将来世代と現世代の厚生の平準化につながることが示

された． 

以下，２.では本研究で用いたモデルを記述する．３.では２.のモデルを用いて数値分析を
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行い，補修対象とする橋梁群に依存する健全度分布の初期値や，健全度の遷移確率といった

行政固有の条件が最適長期補修施策に与える影響を解析的および数値的に示す． 

２．モデル 

ある行政区画を対象に分析を行う．対象行政区画内には，橋梁が多数存在する．橋梁の規

模により，補修費用や劣化過程が異なるため，幅員の大小により性質の異なる 2 種類（以降

では  ,K A B と示す）の橋梁を設定する．時点 t を離散として動学的経済モデルを設定し，

社会厚生を考える．行政区画内には，政府と家計の 2 主体が存在する．政府は社会厚生最大

化，家計は効用最大化を目的に行動を決定する． 

 

(1) 橋梁の劣化と補修 

橋梁の劣化過程を表現する手法は数々研究されている．本研究では津田ら 21) を参考に個々

の橋梁の劣化過程をマルコフ過程で表現する．なお，本研究では，道路管理団体が管理して

いる多くの橋梁の劣化過程を表すマルコフ推移確率を橋梁の種類（A, B の 2 種類）別に統計

的に推定し，健全度・種類別に動学的補修計画の最適化を行う．  

橋梁の健全度を {I, II, III, IV}とし， t 期における  ,K A B 橋の補修前の健全度の状態確率

ベクトルを  ,
K K
t m tW    W   I, II, III, IVm ， t 期における K橋の補修後の健全度の状態確率ベ

クトル（健全度シェア）を  ,
K K
t m tW    W   I, II, III, IVm で表す．各要素は，0 以上であり，

各要素の和は 1 となる．この状態確率ベクトルの要素は各健全度の生起確率であり，健全度

分布と言い換えられる． 
 t 期において  ,

K K
t m tW    W を観測し K橋に対する補修割合 ,

K
m t   II, III,(0 1 , 0 1)K K

t t     を決定

する． ,
K
m t  は健全度mの K橋を補修する割合を表す変数である． 

全ての橋梁を毎期点検し，各橋梁群の健全度別に補修割合を決定する．健全度 IV の橋梁

は，構造物の機能に支障が生じている又は生じる可能性が著しく高く，緊急に措置を講ずべ

き状態であるため，全て補修するものとする．健全度 II，健全度 III の橋梁に対しては補修割

合 ,
K
m t に従い橋梁の補修が行われるため，橋梁の補修行列 K

t
π は ,

K
m t に依存し，式(1)で表される． 

 II, II,

III, III,

1 0 0 0
(1 ) 0 0

0 (1 ) 0
1 0 0 0

K K
t tK

t K K
t t

 
 



 
  
 
 
 

π  (1) 

なお，補修に要する時間は計画期間に対して相対的に微小であるとして，本研究では考慮
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しない． 

補修を毎期行う一方で橋梁の劣化も進展していく．t 期から t +1 期での劣化を表現する劣

化行列（マルコフ推移確率行列）を Kπ とし，橋梁の種類ごとに異なるものの，時間的変化は

なく橋梁群固有の値であるとする．毎期，補修行列と劣化行列に従い，健全度分布が推移し，

劣化行列は式(2)のように表される． 

 
11 12 13

22 23

33 34

0
0 0
0 0
0 0 0 1

K K K

K K
K

K K

  
 

 


 
 
   
  
 

π  (2) 

ここで式(2)はマルコフ推移確率を要素とする行列であるので，各要素は 0 以上であり，各

行の和は 1 となる． 

道路メンテナンス年報 3) によると，1 巡目の 2014 年度～2016 年度の点検で健全度 I 又は健

全度 II と判定された橋梁のうち，補修等の措置を講じないまま，5 年後の 2019 年度～2021

年度の点検時に健全度 IV へ劣化していた橋梁の割合は 0.02%と微小であった．そこで，健全

度 I 又は健全度 II から健全度 IV に劣化する確率はゼロとした． 

補修施策の決定については，まず t 期の初めに補修前健全度を観測し， K橋に対する補修

割合 ,
K
m t を決定する．次に t 期中の迂回費用や補修費用を t 期の補修前健全度と補修割合 ,

K
m t

から計算する．補修行列と劣化行列から式(3)，式(4)の計算を行い， 1t  期の補修前健全度

を得る． 

 K K K
t t t
  W W π  (3) 

 1
K K K
t t
  

 W W π  (4) 

補修費用は補修前健全度分布を用いて表現される．健全度分布に補修割合 ,
K
m t と補修単価を

かけ，橋梁数で乗じたものの総和が補修費用となり，式(5)で表される． 

  II , II , III , III , IV ,(II) (III) (IV )K K K K K K K K K K
t t t t t tC N c W c W c W     (5) 

 1, 2,...,t T  ，  ,K A B  

( )Kc m ： K橋がmのとき健全度 I になるように補修するのに必要な費用 

(2) 家計の設定と行動 

行政区画内に居住する家計は自動車で 2 種類の橋梁を利用する．橋梁の交通量は非弾力的

である．また，補修工事を行う際は，補修前の健全度に応じて迂回が発生する．そこで迂回

費用を考慮した理論モデルを構築する． 
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家計のモデルでは世代重複モデルを利用する．本研究では 5 年を 1 期とし，7 期ずつ若年

期と高齢期を経験する． t期に生まれた第 t世代は 7t  期に生まれる第 7t  世代を子として設

け，高齢期の終わりに第 7t  世代の子に遺産をのこす． 

第 1～7 世代の各 1 世帯とその親や子（直系血族を含む世帯）を 1 つの家系とする．家系

 1, 2, 3, ...,i I は異質であり，効用関数及び所得が異なる．各期において家系に属する世帯は

若年期の世帯が 7 世帯，高齢期の世帯が 7 世帯の計 14 世帯である．よって対象とする行政区

画内には 14 世帯が存在する． 

各世帯は若年期として 26～60 歳を過ごす．若年期には労働を行い，賃金を収入として高

齢期に向けた貯蓄を行う．若年期に関するパラメータには添え字𝑦を付与している．高齢期

としては 61～95 歳を過ごす．高齢期は労働せず，若年期に貯めた貯蓄と，若年期の終わりに

受け取る親からの遺産を収入として，自身の子世代に遺産をのこす．高齢期に関するパラメー

タには添え字 oを付与している． 

家計は所得制約と時間制約のもとで効用を最大化する行動を行う．効用関数は Barro 18) に

基づき，交通による効用と余暇時間による効用，公共財への支出による効用，合成財消費に

よる効用，さらに次世代の効用を考えた効用関数とした．この効用関数は，価格１の合成財

消費について線形の準線形効用関数であるため，異質性を考えても同質な家計と同様に効用

の集計が可能である．本研究では，社会厚生を計画期間内に家計が得る効用の総和と定義し，

式(6)で表す． 
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  (6) 

r ：粗利子率（=1+利子率）．逆数は時間割引率． 

,K K
y ox x ：若年期/高齢期 に K橋を利用する交通の回数 

（ は定数であることを表している．） 

( ) , ( )i i
y ou u  ：家系 i の若年期/高齢期の交通回数に関する効用関数 

, ,,i i
y t o ty y ： t 期に若年期（高齢期）である家系 i の余暇時間 

( ) , ( )i i
y ov v  ：家系 i の若年期/高齢期 余暇時間に関する効用関数 

tG： t 期での公共財への財政支出 

( ) , ( )i i
y op p  ：家系 i の若年期/高齢期 の政府の支出に関する効用関数 

, ,,i i
y t o tz z ： t 期に 若年期/高齢期 である家系 i の合成財消費 

7 ：利他度．親が子の効用を考えるときの世代間の割引率（0 1  ） 
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所得制約としては，収入に若年期の労働収入と親からの遺産，前期の貯蓄があり，支出と

して合成財消費，交通の費用，迂回費用，来期への貯蓄，子への遺産，労働所得税，個人住

民税を考え，式(7)で表される． 
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 (7) 

iw：賃金率 

l ：労働所得税 
i
tL ：家系 i の家計の t 期における労働時間 
i
th ： 1t  期に家系 i の高齢期を迎える世帯が受け取る遺産 

f ：燃料費 
Kl ： K橋を利用する交通にかかる距離 
Dl ：迂回路Dを利用する際に追加的にかかる距離 

, ,,K K
y m o mx x ：若年期/高齢期に健全度mの K橋が補修された際に迂回しなければならない回数 

, ,,c y c o  ：若年期/高齢期にかかる市民税（若年期は労働所得に比例した税額，高齢期は定額） 

 

時間制約としては，若年期と高齢期で異なった制約式を持ち，余暇時間と交通の時間，迂

回の時間に若年期のみ労働時間を加えた時間の合計が利用可能時間に一致し，式(8)，式(9)

で表される． 

 

（若年期） 

 
, ,IV, , , IV,

II,III
g g g g g
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   (8) 

 

（高齢期） 
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KT ： K橋を利用する交通にかかる時間 

DT ：迂回路Dを利用する際に追加的にかかる時間 
iM :利用可能時間 

 

以上の式(6)から式(9)式より，家計の行動は以下の最適化問題として書き表せる． 

 
, , , , , ,, , , , , , ,
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U  (10) 
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 , 1, ... 6gt t t t     
, ,IV, , , IV,

II,III
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 7, 8,... 13gt t t t      

式(10)の最適化問題から社会厚生関数を導出する．本研究では社会厚生を，計画期間内に

家計が得る効用の総和とする．まず効用関数の次世代の効用の部分に効用関数を代入し，そ

の上で所得制約式と時間制約式を代入することで間接効用関数である式(11)を得る． 
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 (11) 

式(11)は家系 i の第 t 世代が一生に得られる効用の総和である．式(11)について第 t 世代が

次世代にのこす遺産に関する一階条件をとる．（*は最適化された変数であることを示す．） 

 
13 6 7

7 7
*
13

1 1 1 0
i
t
i
t

V
h r r r

 


                       
 (12) 

 
7

71
r

   
 

 (13) 

式(13)により利子率は親が子の効用を考える時の世代間の割引率と一致する．そして，自

身の将来の効用と同じ割引率で子の効用に対しても割り引くことになる．式(13)を利用して

計画期間T （1 t T  ）内の全家計の効用の総和を式(14)で示し，社会厚生関数と定義する． 

この社会厚生関数において各家系内については子世代の効用に世代間の割引率をかけて

計画期間分抜き出して総和したものになっている．しかし，世代間の割引率と時間割引率が

一致することから，毎期発生する効用を時間割引率で割り引いて計画期間分足し合わせてい

ることと同値である． 
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 (14) 

 

(3) 政府の設定と行動 

政府は財政制約と橋梁の健全度分布がマルコフ過程に従うという制約のもとで社会厚生

を最大化するように橋梁の補修割合と公共財への支出額（ tG ）を決定する．   

公債は Barro18)に基づき，政府の t 期における公債残高を tB ， 1t  期の公債残高を 1tB  と

し、利払い 1tr B  を支払う．ただし，政府の公債残高の現在価値は極限において，負にならな

い(No-Ponti Game Condition)ものとし，財政制約は，式(15)で表される． 

   *
1 , , 1

1
( )

I
K i

t t t l c y t c o t t t
K i

G C r B L R B B   


          (15) 

*i
tL ： t期における家系 iの 1 家計の最適化された 

労働時間 

tR： t期の補助金 

tB： t期に発行された公債 

r  ：利子率（1 r r  ） 

K
t

K
C ： t期の補修費用総額 

 

財政制約を踏まえて，社会厚生最大化問題は式(16)のように書くことができる． 

 
K
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. .s t  
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m
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制約条件の 1 行目の式が財政制約，2 行目の式は観測した補修前健全度分布が補修によっ

て補修後健全度分布に推移することを表しており，3 行目は橋梁の劣化によって補修後健全

度分布が次期の補修前健全度分布に推移することを表している．4 行目と 5 行目の式が健全

度分布の要素が非負かつ各橋梁群で要素の和が 1 を満たすための制約である．この問題を解

くことによって最適補修施策を求める．最適化問題のラグランジュ関数が式(17)である．こ

こで
1

I
i
T

i
V


  は全家計の効用の総和である． 
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 (17) 

ここで， ,, ,K K
t n t t   は，社会厚生最大化の各制約式に関するラグランジュ乗数を示す． 

 

公共財への支出，公債について式(17)の一階条件をとると，式(18)，式(19)が得られる． 

 

( ) ( )7
i i
y t o t

t
t t

p G p GI
G G


 

      (18)  

  (19) 

( ), ( )i i
y t o tp G p G ：各家計での tGについての効用関数（ tGに関して逓減） 

1t t  
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式(18)の左辺は若年期及び高齢期各々の公共財への支出（ tG ）の変化に対する各家計の効

用の変化を，その期に存在する全家計数である 7I 家計分総和したものである．右辺 t は財政

制約の厳しさを表現するラグランジュ乗数であり，これは公共財への支出の社会的限界費用

（MCF）を示す．  

公債を考慮した最適長期補修施策においては，MCF が式(19)を満たすように平準化される．

すなわち，公債の最適発行流列は各期の MCF を平準化するように決定される． 

３．数値分析事例 

(1) 数値分析の設定 

本研究では，時間変数を含む数値計算であり，最適化する変数の数が膨大なため，Gurobi 

Optimization を用いて補修割合を連続変数として数値分析を行う． 

数値分析の対象を新潟県管理橋梁に設定して，関連データを表-1 及び表-2 にまとめた．国

土交通省道路局国道・技術課が提供する「全国道路施設点検データベース～損傷マップ～」22) 

により，新潟県の管理橋梁のうち幅員が 5m 以上は A橋，5m 未満は B橋と設定した．補修費

用単価については，補修費用が公表されている宮城県橋梁個別施設計画 23)をもとに橋面積あ

たりの補修費用単価を算出し，新潟県の A橋， B 橋の平均橋面積に応じた橋ごとの補修費用

単価を設定した．迂回に要する時間や金銭的費用はメンテナンス費用に比較して微小である

と仮定し，考慮しないこととした． 

道路メンテナンス年報 3)によると，2 巡目（2019～2021 年度）の点検で，健全度 IV と判

定された橋梁は，0.1%と微小であり，講じる対策として，補修せずに撤去・廃止といった措

置も考えられるため，本数値分析では，考慮しないこととした．すなわち，式(2)の 33
Kπ は 1

とし， 34
Kπ は省略した． 

補修施策を決定する期間は 30 期間（150 年間）とし 30 期分の社会厚生を計算した．マル

コフ推移確率行列は津田ら 21)の手法を用いて，式(20)のとおり推定された． 
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表-1 家計行動に関するパラメータ 

パラメータ 
若年期 
高齢期 

情報源 

利用可能 
時間 

13 時間 32 
分/日 

NHK 国民生活時間調査 2020 24) 

交通時間※ 
1 時間 30 

分/日 
NHK 国民生活時間調査 2020 24) 

交通距離※ 45 km/日 平均時速 30km として設定 

燃料費 160.4 円/L 
資源エネルギー庁 

給油所小売価格調査 25) 
2021 年 10 月 11 日ガソリン価格 

燃費 20 km/L 
一般社団法人日本自動車販売協会連合会 26) 
乗用車ブランド通称名別順位 1 位ヤリス，2 位ルーミー 

WLTC 市街地モードの平均燃費(2021 年) 

利子率 
1.0%及び 

2.0% 

国債金利情報 27) 
長期国債（10 年）の平均金利 0.8%     (2002.4.1～2022.3.31)

1.48%（1992.4.1～2022.3.31） 
労働賃金 
（1 期目） 

3,218 千円/年 市町村民経済計算(2018) 28) 

遺産額 1,250 万円 
MCFG 資産形成研究所 
退職前後世代が経験した資産承継に関する実態調査 29) 

人口 
（家系数） 

2,201,272 人 
(52,411 家系) 

国勢調査 30) 

個人住民税 
労働賃金の 10.5 % 

7,500 円/年 
新潟県の財政収入に 
合わせて調整 31) 

労働所得税 
労働賃金の 14.8 % 

なし 
新潟県の財政収入に 
合わせて調整 31) 

※交通に関するパラメータは若年期のものを記載．高齢期は若年期に行っている通勤が行われな

くなるため，若年期の 0.7 倍とした． 
 

表-2 橋梁に関するパラメータ 

パラメータ 
A橋 
B橋 

橋梁数 
3,510 橋 

452 橋 

交通量 
70 回/日/世帯 
3.5 回/日/世帯 

補修費用単価

II
12.97 百万円/橋 
4.30  百万円/橋 

III
50.82 百万円/橋 
16.83 百万円/橋 
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0.6506 0.3061 0.0433

0 0.7772 0.2228
0 0 1

K

 
   
 
 

π  (20) 

推定においては，2 つの点検時点における観測健全度ペアを 1 つのサンプルとし，1,195 サ

ンプルを用いた．モデル推定時点のデータベースには，全ての橋梁のサンプルは含まれてい

なかったため，モデル推定のためのサンプル数は，新潟県の管理する橋梁数より少なくなっ

ている．津田ら 21)の手法では，健全度ごとのハザード率の指数を推定し，その結果から式(20)

のマルコフ推移確率が一意に導出される．ハザード率の指数の推定結果は，健全度 I で-2.4536

（t値：-20.1179；ハザード率は，exp(-2.4536)= 0.0860），健全度Ⅱで-2.9874（t値：-34.8677；

ハザード率は，exp(-2.9874)= 0.0504）であった．なお， A橋， B 橋ごとにマルコフ推移確率

を推定することも試行したものの，橋梁の種類ごとのサンプル数が少なくパラメータが収束

しなかったため断念した． 

新潟県の橋梁の点検データからそれぞれ推定したマルコフ推移確率で計算を行った．MCF

は，税率変更のない本研究では，公共投資や教育投資などの公共支出の限界効用の円価値に

なる．この公共支出項目やその限界効用は国や地方公共団体によって異なるうえに，多くあ

る投資のうち道路メンテナンスの節約分が回される投資を特定化するのも難しい．そのため，

現実的な値を現実のデータから唯一に設定するのはできないため，本研究では MCF の初期

値が 2 程度という条件で計算した．この値については今後，様々な値で検討すべきと考えら

れる．健全度 III の補修割合は，2 期（10 年）以内に全て補修されるものとし，50%を下限値

とした．なお，道路メンテナンス年報 3) によると，1 巡目（2014 年度～2018 年度）の点検で

健全度 III 又は健全度 IV と判定された橋梁のうち，補修等の措置が完了した地方公共団体管

理の橋梁は，2021 年度末時点で 46%である． 

 

(2) 数値分析の結果 

① 公債を考慮しない場合（河野ら 20) より引用） 

MCF≒2 という条件について，時間割引率 1%及び 2%のケースについて，新潟県のマルコフ

推移確率を活用し，公債を考慮しない場合について，計算を行った結果，表-3 及び表-4 に示

す補修施策が最適となった． 

時間割引率が 1%のケースでは，健全度 III に対する補修割合を 50％とすることを維持した

うえで，健全度Ⅱのうち，幅員が 5m 以上の A 橋を優先的に補修していくことが最適となっ

た．一方，時間割引率 2%のケースでは，健全度 III を 50%維持していくのみの施策が最適と

なった． 

数値分析の結果，時間割引率が高い時は，事後保全のみで行うのが最適であり，時間割引
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率が低い時は，予防保全と事後保全を計画的に組み合わせて行うことが最適となった． 

最適長期補修施策においては，時間割引率 1%及び 2%ケースは，それぞれ 21 期及び 7 期

以降から A橋，B橋ともに健全度分布が定常となり，健全度 III に対する補修割合を 50%とす

ることを維持していくのみの補修施策となり，費用も一定となった． 

時間割引率が低い時は，相対的に将来世代の厚生が重要になってくるため，補修を早期に

措置していく必要がある．そのため，時間割引率が 2％の時は，健全度 III のみを対策するこ

とが最適長期補修施策となり，時間割引率が 1％の時は，健全度Ⅱについても，予算制約の中

で優先的に対策を講じていくことが最適長期補修施策となった． 

 

 

  

 

表-3 最適長期補修施策と MCF の推移（MCF≒2，時間割引率 1.05%ケース） 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

II 0 0 0.98 2.11 2.45 2.37 1.99 1.42 0.76 0.02 0 0 0 0 0

III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

II 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

Ｉ 0.193 0.224 0.236 0.243 0.249 0.253 0.254 0.253 0.251 0.247 0.243 0.241 0.239 0.239 0.239

II 0.505 0.498 0.498 0.498 0.496 0.495 0.495 0.496 0.498 0.501 0.503 0.504 0.505 0.505 0.505

III 0.302 0.278 0.266 0.259 0.255 0.252 0.251 0.250 0.251 0.252 0.254 0.255 0.256 0.256 0.256

Ｉ 0.210 0.225 0.233 0.237 0.238 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239

II 0.518 0.509 0.505 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504

III 0.272 0.266 0.262 0.259 0.258 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257

2.009 1.771 1.748 1.732 1.716 1.701 1.685 1.670 1.654 1.639 1.625 1.610 1.594 1.577 1.558

健全度

分布

(%) B

期

最適
補修
割合
(%)

MCF

A

B

A

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

II 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

II 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

Ｉ 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239

II 0.505 0.505 0.505 0.505 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504

III 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257

Ｉ 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239

II 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504

III 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257

1.539 1.518 1.496 1.473 1.448 1.423 1.396 1.368 1.338 1.307 1.275 1.240 1.204 1.166 1.126MCF

期

最適
補修
割合
(%)

健全度

分布

(%) B

A

B

A
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健全度Ⅱに対する補修割合を 100%及び健全度 III に対する補修割合を 50%とする施策を実

施した場合，定常状態の補修費用が最小（以下，定常時最小補修費用施策）となる（表-5）． 

本数値分析で検討した最適長期補修施策の定常時の補修費用は，定常時最小補修費用施策

とは一致しなかった．初期分布から定常状態になるまでに多く橋梁を補修すると，定常状態

になるまで補修費用がかかるものの，劣化した橋梁が少ない定常分布に収束し，将来の補修

費用は低くなる．一方，定常状態になるまでに補修する橋梁を減らすと，定常状態になるま

での補修費用は低くなるものの，劣化した橋梁が多い定常状態に収束し，将来の補修費用は

相対的に増大する． 

ここで，定常分布は補修行列と橋梁群固有の劣化行列から計算される．補修施策を決定す

る際は初期分布だけでなく劣化行列も考慮する必要がある．行政区によらず一律の劣化行列

を使用した場合，定常時最小補修費用施策や最適長期補修施策から乖離することも考えられ

表-4 最適長期補修施策と MCF の推移（MCF≒2，時間割引率 2%ケース） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

最適 II 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補修 III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

割合 II 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(%) III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

Ｉ 0.193 0.224 0.236 0.240 0.241 0.240 0.240 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239

II 0.505 0.498 0.498 0.500 0.502 0.503 0.504 0.504 0.504 0.504 0.505 0.505 0.505 0.504 0.504

III 0.302 0.278 0.266 0.260 0.257 0.256 0.256 0.256 0.256 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257

Ｉ 0.210 0.225 0.233 0.237 0.238 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239

II 0.518 0.509 0.505 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504

(%) III 0.272 0.266 0.262 0.259 0.258 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257

2.009 1.771 1.745 1.727 1.712 1.699 1.686 1.673 1.659 1.644 1.629 1.612 1.595 1.577 1.558

期

健全度

分布

B

MCF

A

B

A

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

最適 II 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補修 III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

割合 II 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(%) III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

Ｉ 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239

II 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504

III 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257

Ｉ 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239

II 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504

(%) III 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257

1.539 1.518 1.496 1.473 1.448 1.423 1.396 1.368 1.338 1.307 1.275 1.240 1.204 1.166 1.126MCF

期

健全度

分布

B

A

B

A



－ 17 － 

る． 

世代間の公平性の評価を行うために，第 1 世代（1 期に若年期の 1 期目）と第 5 世代（5

期に若年期の 1 期目）で最適長期補修施策での一生分の効用を比較した（表-6）．  

最適長期補修施策では計画期間内において 1 期目の補修費用が最も高いため，第 1 世代の

間に発生している補修費用が第 5世代の間に発生している補修費用よりも一人当たり 0.54万

円高くなる．そして，一生分の効用は世代間で一人当たり 1.1063 億円第 5 世代のほうが高く

なる． 

将来世代の第 5 世代のほうが第 1 世代に比較して効用が高くなる原因は 2 つある．まず 1

つ目は，補修費用の負担額の差である．負担する補修費用が高いと家計支出の増加と政府の

公共財への支出減少によって効用が減少する．2 つ目の原因は経済成長である．経済成長に

より，時間が進むにつれて家計収入と政府の税収が増加する．後の世代であるほど，家計収

入の増加と政府の税収増加による効用増加が見込める． 

すなわち，第 1 世代は補修費用の負担による効用への負の影響を受け，第 5 世代は補修費

用の負担による効用への負の影響が小さく，経済成長による効用への正の影響が第 1 世代よ

りも大きい．そのため世代間で一生分の効用に差が生じる．そこで，公債の発行により，将

来世代に一定の負担を委ねることにより，各期の MCF の平準化とともに世代間の効用差を

 

表-5 最適長期補修施策と最小補修費用施策の比較 

健全度 

初期分布 定常分布 

A橋 B橋 
最適長期 

補修施策 

定常時最小 

補修費用施策 

I 0.193 0.210 0.239 0.624 

II 0.505 0.518 0.504 0.293 

III 0.302 0.272 0.257 0.083 

補修費用（定常状態） 238.6 億円/期 216.5 億円/期 

 
表-6 世代の間に発生している補修費用と効用の世代間比較 

MCF≒2 
世代の間に発生している補修費用

（万円/人） 

一生分の効用 

（億円/人） 

第 1 世代 23.23 4.6810 

第 5 世代 22.69 5.7873 

差 0.54 1.1063 
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平準化できる．すなわち，世代間の公平性の観点から，公債の発行が有用である．さらに，

公債の発行は，政策の追加を意味するため，社会厚生が上昇する点も利点である． 

② 公債を考慮した場合 

河野ら 20)による公債を考慮しない場合の数値分析の結果，初期状態において劣化した橋梁

が比較的多く，早期に補修を行う必要が高いため，将来世代の効用が現世代よりも高くなっ

た．公債を考慮すると世代間の効用が平準化に向かう．また，社会厚生の増加も生じる． 

そこで，平準化の程度と社会厚生の増加の程度を分析するために河野ら 20)による公債を考

慮しない場合と同様の設定で，公債を考慮した場合の数値分析を行った．公債発行の検討期

間を 100 年として数値分析を行った結果，公債を新規発行してから 100 年間で公債残高がゼ

ロとなる表-7 及び表-8，図-1 から図-4 に示す補修施策が最適となった．公債残高が残存する

期間の MCF は一定となり，公債の最適発行流列は，各期の MCF を平準化するように決定さ

れている． 

 

表-7 最適長期補修施策と MCF の推移（MCF≒2，時間割引率 1.05%ケース，公債あり） 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

II 0 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

II 0 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

Ｉ 0.193 0.224 0.560 0.593 0.609 0.617 0.620 0.622 0.623 0.623 0.623 0.624 0.624 0.624 0.624

II 0.505 0.498 0.263 0.279 0.287 0.290 0.292 0.293 0.293 0.293 0.293 0.293 0.293 0.293 0.293

III 0.302 0.278 0.176 0.128 0.104 0.093 0.088 0.085 0.084 0.084 0.083 0.083 0.083 0.083 0.083

Ｉ 0.210 0.225 0.564 0.595 0.610 0.617 0.620 0.622 0.623 0.623 0.623 0.624 0.624 0.624 0.624

II 0.518 0.509 0.265 0.280 0.287 0.290 0.292 0.293 0.293 0.293 0.293 0.293 0.293 0.293 0.293

III 0.272 0.266 0.171 0.125 0.103 0.093 0.088 0.085 0.084 0.084 0.083 0.083 0.083 0.083 0.083

2.000 1.635 1.635 1.635 1.635 1.635 1.635 1.635 1.635 1.635 1.635 1.635 1.635 1.635 1.635

期

最適
補修
割合
(%)

健全度

分布

(%) B

MCF

A

B

A

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

II 100 100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

II 100 100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

Ｉ 0.624 0.624 0.624 0.433 0.326 0.272 0.249 0.240 0.237 0.237 0.238 0.238 0.239 0.239 0.239

II 0.293 0.293 0.293 0.432 0.489 0.508 0.512 0.510 0.508 0.507 0.506 0.505 0.505 0.505 0.504

III 0.083 0.083 0.083 0.136 0.186 0.220 0.240 0.250 0.254 0.256 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257

Ｉ 0.624 0.624 0.624 0.433 0.326 0.272 0.249 0.240 0.237 0.237 0.238 0.238 0.239 0.239 0.239

II 0.293 0.293 0.293 0.432 0.489 0.508 0.512 0.510 0.508 0.507 0.506 0.505 0.505 0.505 0.504

III 0.083 0.083 0.083 0.136 0.186 0.220 0.240 0.250 0.254 0.256 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257

1.635 1.635 1.635 1.635 1.635 1.635 1.396 1.368 1.338 1.307 1.275 1.240 1.204 1.166 1.126MCF

期

最適
補修
割合
(%)

健全度

分布

(%) B

A

B

A
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図-1 公債の推移（MCF≒2，時間割引率 1.05%ケース） 

表-8 最適長期補修施策と MCF の推移（MCF≒2，時間割引率 2%ケース，公債あり） 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

最適 II 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補修 III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

割合 II 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(%) III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

Ｉ 0.193 0.224 0.236 0.240 0.241 0.240 0.240 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239

II 0.505 0.498 0.498 0.500 0.502 0.503 0.504 0.504 0.504 0.504 0.505 0.505 0.505 0.504 0.504

III 0.302 0.278 0.266 0.260 0.257 0.256 0.256 0.256 0.256 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257

Ｉ 0.210 0.225 0.233 0.237 0.238 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239

II 0.518 0.509 0.505 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504

(%) III 0.272 0.266 0.262 0.259 0.258 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257

2.000 1.662 1.662 1.662 1.662 1.662 1.662 1.662 1.662 1.662 1.662 1.662 1.662 1.662 1.662

期

健全度

分布

B

MCF

A

B

A

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

最適 II 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補修 III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

割合 II 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(%) III 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

Ｉ 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239

II 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504

III 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257

Ｉ 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239 0.239

II 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504 0.504

(%) III 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257 0.257

1.662 1.662 1.662 1.662 1.662 1.662 1.396 1.368 1.338 1.307 1.275 1.240 1.204 1.166 1.126MCF

期

健全度

分布

B

A

B

A

（億円）

（期） 



－ 20 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 補修費用の推移（MCF≒2，時間割引率 1.05%ケース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

図-3 公債の推移（MCF≒2，時間割引率 2.0%ケース） 
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図-4 補修費用の推移（MCF≒2，時間割引率 2.0%ケース） 

 

時間割引率が 1.05%のケースでは，健全度 III に対する補修割合を 50％とすることを維持

したうえで，公債を新規発行した世代に健全度Ⅱの A 橋及び B 橋について 100%補修するこ

とが最適となった．一方，時間割引率 2%のケースでは，公債を考慮しない場合と同様に健

全度 III を 50%維持していくのみの施策が最適となった． 

社会厚生については，公債の発行により時間割引率が 1.05%のケースでは，公債を考慮し

ない場合と比較して 4.6×109億円，一人当たり 3,135 円増加し，時間割引率が 2%のケースで

は，1.2×109億円，一人当たり 818 円増加した（表-9）．これは公債の発行により，効率性が

上がったことを示している． 

今回の数値分析では，時間割引率が低い時は，公債を発行しない時と比較して，公債の発

行により早期に予防保全を推進する必要があることが示された．また，時間割引率が高い時

は，事後保全のみを行うことが最適となった．今後は，この結果が一般性を持つかどうか検
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表-9 公債を考慮した場合としない場合の社会厚生の比較 

MCF≒2 
割引率 1.05%のケース

（×1014億円） 

割引率 2.0%のケース 

（円／人） 

公債なし 9.459220 5.056753 

公債あり 9.459266 5.056765 

差 
4.6×109億円 

3,135 円／人 

1.2×109億円 

818 円／人 
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証が必要である．公債の最適発行流列は．各期の MCF を平準化するように決定される．そ

の結果，道路橋メンテナンス以外の政府の公共支出についても限界費用が等しくなるという

望ましい性質をもつ． 

公債を考慮した場合の世代間の公平性の評価を行うために，第 1 世代（1 期に若年期の 1

期目）と第 5 世代（5 期に若年期の 1 期目）で最適長期補修施策での一生分の効用を比較し

た（表-10）．  

公債の発行により，世代の間に発生している補修費用は，第 1 世代の間に発生している補

修費用が第 5 世代より一人当たり 4.01 万円高くなる．公債の発行が，第 1 世代の間に補修施

策を推進していることがわかる．そして，一生分の効用は世代間で一人当たり 1.1061 億円第

5 世代のほうが高くなった．公債を考慮していない場合（表-6）の一生分の効用は，世代間

で一人当たり 1.1063 億円第 5 世代の方が高くなっていた．これは，公債の発行により一人当

たり 2 万円効用の差が縮まり，厚生の平準化につながったことを意味する．すなわち，公債

の発行により将来世代が一部負担を行うことにより，将来世代と現世代の厚生の平準化につ

ながることを示している． 

今回の数値分析では，新潟県管理橋梁のみを対象とした．県内には，国や高速道路会社管

理や市町村管理の橋梁も存在する．国直轄管理及び高速道路会社管理道路の走行台キロに占

める割合は全車で 30%，大型車で 54%である 32)ことやこれらの道路は幅員も広く橋梁も大規

模であることを踏まえると，国直轄管理及び高速道路会社管理の橋梁を含めた新潟県全体の

道路橋メンテナンスの最適化を行うと，本研究が示す便益よりかなり大きい厚生増加が見込

まれる． 

４．結論 

本研究では，MCF を内生化した橋梁の最適長期補修施策を検討する動学的経済モデルに公

債を考慮し，公債発行額を含めた長期補修施策の最適化を行った．その結果，公債の最適発

表-10 世代の間に発生している補修費用と効用の世代間比較 

MCF≒2 
世代の間に発生している補修費用

（万円/人） 

一生分の効用 

（億円/人） 

第 1 世代 23.93 4.6812 

第 5 世代 19.92 5.7873 

差 4.01 1.1061 

 



－ 23 － 

行流列は，各期の MCF を平準化するように決定され，公債の発行により将来世代が一部負

担を行うことにより将来世代と現世代の厚生の平準化につながることを示した． 

今後の研究課題としては，本研究で明らかになった世代間の公平性に対する政策検討をさ

らに進めていく必要がある．本研究では，公債の検討期間を 100 年間とした．しかし，無限

先の将来において政府の公債残高の現在価値がゼロに収束していれば，政府の公債は持続可

能であることから，検討期間を無限先の将来まで考慮したモデルへと拡張し，公債の最適発

行流列を検討する必要がある． 

また本研究の数値分析では，健全度 IV と判定された橋梁は，0.1%と微小でありることか

ら，考慮しないこととした．しかし，撤去・廃止といった措置へのニーズが高まっているこ

とを踏まえると，健全度 IV を考慮し，撤去・廃止施策も考慮したモデルへ拡張して分析す

ると有用である． 

さらに，MCF が最小となる税制や補助金の分析をすることがあげられる．本研究では MCF

は国及び地方公共団体ごとに異なり，さらに橋梁メインテナンスの費用節約がどの財政支出

項目に振り替えられるかも国及び地方公共団体ごとに異なるため，財政支出の分配により変

化する MCF の値を外生的に設定して数値分析を行った．今後，国及び地方公共団体それぞ

れの MCF を考慮し，国からの補助金が地方公共団体へ与える影響を分析することも重要な

課題である．最適課税理論が明らかにしているように，全ての税における MCF が一致する

ことが最適になる．最適課税理論に基づいて税率を動学的に最適化すると，社会全体の死荷

重損失を減らすことができ，厚生改善を図れる． 

 

 

Note：本研究の内容は所属する組織等の見解を示すものではない． 
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